
(千円)

団体名
標準財政規模

（A)

臨時財政対策
債発行可能額

（B）

2,124,091 172,296

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （千円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの

繰入金

一般会計 4,010,094 3,583,255 426,839 411,815 2,441,256 0

育英奨学資金給与
特別会計 4,473 829 3,644 0 0 0

普通会計 4,014,567 3,584,084 430,483 411,815 2,441,256 0

２　１以外の特別会計の財政状況（公営企業を含む公営事業会計に係るもの） （千円　，　％）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

＜法適用以外＞

形式収支
純損益

（実質収支）
企業債(地方
債)現在高

他会計からの
繰入金

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

（歳入） （歳出） （実質収支）
 602,635  593,671  8,964  0 2,228,671 69,000 － －

（歳入） （歳出） （実質収支）
 405,421  370,319  35,102  35,102 0 0 － －

（歳入） （歳出） （実質収支）
 1,022,848  905,152  117,696  147,750 0 58,536 － －

（歳入） （歳出） （実質収支）
 935,768  915,755  20,013  7,620 0 43,558 － －

（歳入） （歳出） （実質収支）
 733,893  674,909  58,984  34,958 0 91,788 － －

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては、「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「実質収支」を表示している。
　　　　　３．不良債務及び累積欠損金は、正数で表示している。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （千円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

＜法適用以外＞

形式収支
実質収支
（純損益）

地方債(企業
債)現在高

当該団体の負
担金割合

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

岡山県市町村総合
事務組合 11,180,900 10,494,777 686,123 686,123 0 0.8 － － 一般会計

〃 1,272,288 1,110,677 161,611 0 0 － － － 貸付金特別会計

〃 10,633 7,451 3,182 3,182 0 － － － 交通災害共済
特別会計

岡山県市町村税整
理組合 66,491 59,349 7,142 7,142 0 2.3 － －

岡山県西部地区養
護老人ホーム組合 172,077 168,915 3,162 3,162 0 13.1 － －

岡山県西部環境整
備施設組合 1,094,504 1,079,663 14,841 14,841 3,419,280 7.1 － －

岡山県西部衛生施
設組合 974,388 949,178 25,210 25,210 1,028,695 7.3 － －

笠岡地区消防組合 1,134,788 1,126,777 8,011 8,011 179,547 13.8 － －

（総収益） （総費用） （純損益）
310,751 286,528 － 24,223

（総収益） （総費用） （純損益）
998,512 894,348 － 104,164

備南競艇事業組合 65,564 56,939 8,625 8,625 0 11.0 － － 一般会計

〃 2,114,186 2,114,186 0 0 0 － － － 競艇事業特別会計

岡山県後期高齢者
医療広域連合 26,047 22,998 3,049 3,049 0 0.6 － －

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （千円）

経常損益
資本又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体から
の貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

備考

備南武道振興会 -1,493 29,050 21,000 1,000 0 0

科学振興仁科財団 -635 389,870 200,000 7,000 0 0

里庄町土地開発公
社 385 12,021 10,000 0 0 59,373

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１９年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１６年度から平成１８年度の３カ年平均である。

－4,995,219 法適用企業

法適用企業0 3.2 － － －

219,1680111.6%

基金から154,800千
円繰入

－

－

－

－

－

－

－

19.4

86.1

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

0

0

0

財政力指数

実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

0.743

11.5

財政状況等一覧表（平成１８年度）

－

<法適用企業>

経常収支比率

－

－

基金から154,800千
円繰入

里庄町

合計
（A）＋（B)

2,296,387

備考

水道事業会計  252,261 法適用企業

法非適用企業

 242,595 －  9,666 0 0 320,257  2,000 104.0

里庄町老人保健特
別会計

公共下水道事業会計

里庄町国民健康保
険特別会計

介護老人保健施設
事業会計 法非適用企業

－

里庄町介護保険特
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経常収支比率

－

－

－

－

井笠地区農業共済
事務組合

岡山県西南水道企
業団


